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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

     ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第48期第２四半期連結累計（会計）期間について

は潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため、また、第49期第２四半期連結累計（会
計）期間及び第48期については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。  

第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第48期 

第２四半期連結 
累計期間 

第49期 
第２四半期連結 
累計期間 

第48期 
第２四半期連結 
会計期間 

第49期 
第２四半期連結 
会計期間 

第48期 

会計期間 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
１月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年 
１月１日 

至平成22年 
12月31日 

売上高（千円）  4,468,338  3,835,432  2,314,151  1,984,396  9,565,929

経常損益(千円)  △19,489  113,925  37,111  94,578  138,084

四半期（当期）純損益(千円)  △118,963  2,676  △59,809  77,710  35,950

純資産額（千円） － －  4,540,999  4,442,961  4,435,565

総資産額（千円） － －  12,888,640  11,337,020  10,514,175

１株当たり純資産額（円） － －  208.09  225.21  219.95

１株当たり四半期（当期）純損益
金額（円） 

 △6.68  0.15  △3.36  4.42  2.02

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  － － 

自己資本比率（％） － －  28.7  34.9  37.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △202,014  △253,138 － －  359,370

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 △259,424  △201,901 － －  △992,061

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

 428,038  446,545 － －  258,555

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円） 

－ －  1,411,230  1,047,093  1,050,287

従業員数（人） － －  704  652  644

－1－



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。  
 また、主要な関係会社における異動もありません。  
  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   
  
   

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員であります。 
２．従業員数欄の（ ）内は、臨時雇用者の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しておりま

す。 
  
(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 
２．従業員数欄の（ ）内は、臨時雇用者の当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年６月30日現在

従業員数（人） 652 ( ) 52

  平成23年６月30日現在

従業員数（人） 206 ( ) 49

－2－



（１）生産実績 
当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格で表示しており、外注加工分を含んでおります。 
２．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。 
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

（２）商品仕入実績 
当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格で表示しております。 
２．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。 
３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

（３）受注状況 
 当社及び連結子会社は、過去の販売実績及び販売見込等により見込生産を行っており、受注生産は行ってい
ないため、該当事項はありません。 
  

（４）販売実績 
当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、セグメント間の取引金額を除いております。 
２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】
１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

建築用ファスナー及びツール関連（千円）  1,756,326  －

その他（千円）  65,813  －

合計（千円）  1,822,139  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

建築用ファスナー及びツール関連（千円）  385,326  －

その他（千円）  －  －

合計（千円）  385,326  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

前年同四半期比（％） 

建築用ファスナー及びツール関連（千円）  1,908,793  －

その他（千円）  75,603  －

合計（千円）  1,984,396  －

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

積水ハウス㈱  657,525  28.4  683,095  34.4

㈱カネカ  －  －  226,162  11.4

－3－



  当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
  また、前事業年度の有価証券報告書及び第１四半期連結会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクについて
重要な変更はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   
  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。 
   
  (1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（３ヶ月間）における日本経済は平成23年３月11日に発生した東日本大震災により
社会インフラに甚大な打撃を受け、放射線問題や電力不足等も長期化し、大変厳しい状況となりました。しかし
ながら、当社グループに関連の深い建築市場におきましては住宅版エコポイント制度等の住宅政策の効果や民間
設備投資の回復による需要持ち直し等により回復基調となりました。 
このような経済環境のもと、当社グループは総合ファスニングメーカーとして、作業性、耐久性、耐震性、そ

して環境保全に適合する付加価値の高い製品の開発・販売に取り組み、また、震災復興のための仮設住宅用部品
の供給にも対応いたしました。導入２年目となった太陽光発電パネルの組立につきましても順調に推移いたしま
した。  
以上のような事業活動の結果、当第２四半期連結会計期間（３ヶ月間）の経営成績につきましては、前連結会

計年度末に連結子会社（近江ニスコ工業㈱）が連結対象外となった影響もあり、売上高は1,984百万円（前年同
期比14.2％減）と減収になりましたが、経常利益は94百万円（前年同期比154.9％増）となり、四半期純利益は
77百万円（前年同期は59百万円の四半期純損失）と大幅な増益となりました。  
  
当第２四半期連結会計期間（３ヶ月間）におけるセグメントの業績は次のとおりであります。 

  

［建築用ファスナー及びツール関連事業］ 

 当事業の主力市場である住宅の着工につきましては、震災の影響が東北地方に残ったものの、住宅政策の効果等

で新設住宅着工戸数は前年同期比約４％増加となりました。このような環境のもと、当社グループは主力製品であ

るドリルねじ及び石膏ボード用特殊ねじ等の全社的な拡販活動を行い、また、太陽光発電パネルの組立も順調に推

移いたしました。その結果、外部売上高は 百万円となり、営業利益は 百万円となりました。 

［その他］  

 中国における自動車用部品の販売及び日本国内での不動産賃貸につきましても順調に推移いたしました。業績に

つきましては、外部売上高は 百万円となり、営業利益は 百万円となりました。 

  

   

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

1,908 117

75 3

－4－



     (2) 財政状態の分析 
 当第２四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりです。  
 前連結会計年度末と比較し、総資産は822百万円増加の11,337百万円となりました。これは主に商品及び製品
や機械装置及び運搬具の増加等によるものであります。 
 負債につきましては借入金の増加等により、負債合計は前連結会計年度末比815百万円増加の6,894百万円とな
りました。 
 純資産につきましては四半期純利益の計上やその他有価証券評価差額金の減少等により、純資産合計で前連結
会計年度末比7百万円増加の4,442百万円となりました。  
  

  (3) キャッシュ・フローの状況  
 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,047百万円となり、前連結会計年度末と比
較して3百万円の減少、また、第１四半期連結会計期間末と比較して20百万円の増加となりました。 
 当第２四半期連結会計期間（３ヶ月間）におけるキャッシュ・フローの概要は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）  
 営業活動の結果、キャッシュ・フローは473百万円の支出（前年同期は488百万円の支出）となりました。これは
主に売上債権及びたな卸資産の増加によるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）  
 投資活動の結果、キャッシュ・フローは78百万円の支出（前年同期は127百万円の支出）となりました。これは
主に有形固定資産の取得によるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）  
 財務活動の結果、キャッシュ・フローは580百万円の収入（前年同期は753百万円の支出）となりました。これは
主に長期借入を行ったことによるものであります。  

  
  (4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。  
  

  (5）研究開発活動  
     当第２四半期連結会計期間（３ヶ月間）におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。
    なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
   

23
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(1）主要な設備の状況 
 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  
  

(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却
等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はあ
りません。 
  

第３【設備の状況】

－6－



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行
された株式数は含まれておりません。 

  

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストック・オプション）に関する事項
は、次のとおりであります。 
①平成15年６月24日定時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】
１【株式等の状況】
（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  39,800,000

計  39,800,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  18,688,540  18,688,540
大阪証券取引所 
市場第二部 

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は1,000株で
あります。 

計  18,688,540  18,688,540 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  316

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は1,000株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 316,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  129

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月１日 
至 平成25年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格     129 
資本組入額    65 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時においても当社及び子会社の取締役、執行役
員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による
退任、定年退職、その他新株予約権割当契約に定める事
由によりこれらの地位を失った場合はこの限りでない。 

②質入れ、その他の処分は認めない。 
③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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②平成16年６月25日定時株主総会決議 

  第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  144

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は1,000株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  144,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  182

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 
至 平成26年６月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格     182 
資本組入額    91 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時においても当社及び子会社の取締役、執行役
員並びに従業員の地位にあることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職、その他新株予約権割当契
約に定める事由によりこれらの地位を失った場合はこの
限りでない。 

②質入れ、その他の処分は認めない。 
③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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③平成17年６月24日定時株主総会決議 

該当事項はありません。   
   

該当事項はありません。  
   

  

  第２四半期会計期間末現在 
（平成23年６月30日） 

新株予約権の数（個）  151

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数は1,000株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  151,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  234

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月１日 
至 平成27年６月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格      234 
資本組入額     117 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時においても当社または当社子会社の取締役、
執行役員もしくは従業員の地位にあることを要する。た
だし、新株予約権者が次の各号のいずれかに該当する場
合はこの限りではない。 
イ．新株予約権者が任期満了による退任、定年退職、そ
の他新株予約権割当契約に定める事由によりこれら
の地位を喪失した場合。 

ロ．新株予約権者が辞任または中途退職によりその地位
を喪失後、ただちに当社または当社子会社の取締
役、監査役、執行役員もしくは従業員の地位を取得
した場合。 

②質入れ、その他の処分は認めない。 
③その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株
予約権割当契約に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日  

－  18,688,540 －  2,550,000 －  650,000
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①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含ま
れております。 

  
②【自己株式等】 

（６）【大株主の状況】
  平成23年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－88  3,877  20.75

土肥雄治 大阪府豊中市  1,713  9.17

土肥智雄 大阪府豊中市  1,505  8.05

日本パワーファスニング株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－90  1,112  5.95

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１  1,000  5.35

ジェイ・ピー・エフ共栄会 大阪市北区大淀中１丁目１－90  878  4.70

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５  866  4.64

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18－14  762  4.08

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38  753  4.03

木田芳佑 愛知県豊橋市  545  2.92

計 －  13,014  69.64

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,112,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,411,000  17,411 同上 

単元未満株式 普通株式  165,540 － 
一単元(1,000株)未満
の株式 

発行済株式総数  18,688,540 － － 

総株主の議決権 －  17,411 － 

      平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
日本パワーファス
ニング株式会社 

  
大阪市北区大淀中
１丁目１－90 

 
 1,112,000

 
 ―

 
 1,112,000

  
 5.95

計 ―  1,112,000  ―  1,112,000  5.95
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

      （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 
  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
  

２【株価の推移】

  
月別 

平成23年 

  １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

  最高（円）  114  115  137  135  127  128

  最低（円）  95  102  93  120  109  113

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 
 なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間
（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結
会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平
成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四
半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四
半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、仰星監査
法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 1,047,093 1,050,287 
受取手形及び売掛金 1,803,800 1,915,153 
電子記録債権 ※2  821,183 554,495 
商品及び製品 1,314,241 1,095,199 
仕掛品 267,297 275,409 
原材料及び貯蔵品 566,006 552,107 
繰延税金資産 74,367 70,446 
その他 512,047 156,654 
貸倒引当金 △7,675 △7,830 

流動資産合計 6,398,361 5,661,922 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） ※1, ※2  1,159,316 ※1, ※2  1,185,305 

機械装置及び運搬具（純額） ※1  1,087,526 ※1  985,498 

土地 ※2  1,325,443 ※2  1,326,699 

その他（純額） ※1  304,736 ※1  285,218 

有形固定資産合計 3,877,022 3,782,720 

無形固定資産 108,893 106,199 
投資その他の資産   
投資有価証券 ※2  540,992 ※2  543,237 

その他 436,733 445,106 
貸倒引当金 △24,982 △25,010 
投資その他の資産合計 952,742 963,332 

固定資産合計 4,938,659 4,852,252 

資産合計 11,337,020 10,514,175 
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 1,421,521 1,236,364 
短期借入金 1,789,138 1,671,373 
1年内返済予定の長期借入金 923,724 767,538 
未払法人税等 20,322 29,209 
賞与引当金 12,220 － 
その他 408,112 427,033 

流動負債合計 4,575,039 4,131,519 

固定負債   
長期借入金 1,832,719 1,559,131 
退職給付引当金 21,057 21,057 
その他 465,243 366,902 

固定負債合計 2,319,019 1,947,091 

負債合計 6,894,059 6,078,610 

純資産の部   
株主資本   
資本金 2,550,000 2,550,000 
資本剰余金 1,638,786 1,638,786 
利益剰余金 31,201 64,123 
自己株式 △177,492 △152,127 

株主資本合計 4,042,495 4,100,782 

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △9,970 △79,033 
土地再評価差額金 △2,078 △2,078 
為替換算調整勘定 △72,081 △104,691 

評価・換算差額等合計 △84,129 △185,802 

少数株主持分 484,596 520,585 

純資産合計 4,442,961 4,435,565 

負債純資産合計 11,337,020 10,514,175 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 4,468,338 3,835,432 
売上原価 3,423,923 2,821,425 

売上総利益 1,044,415 1,014,006 

販売費及び一般管理費 ※1  1,007,017 ※1  866,390 

営業利益 37,397 147,615 

営業外収益   
受取利息 832 5,033 
受取配当金 7,453 10,603 
その他 8,288 4,491 

営業外収益合計 16,574 20,128 

営業外費用   
支払利息 42,195 27,227 
為替差損 18,096 2,695 
その他 13,169 23,895 
営業外費用合計 73,462 53,818 

経常利益又は経常損失（△） △19,489 113,925 

特別利益   
持分変動利益 10,967 － 
投資有価証券売却益 6,319 － 

特別利益合計 17,286 － 

特別損失   
投資有価証券評価損 77,349 80,502 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,679 
訴訟関連費用 4,518 － 
減損損失 ※2  1,322 ※2  1,256 

その他 262 － 

特別損失合計 83,452 89,437 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） △85,655 24,487 

法人税等 ※3  26,950 ※3  14,599 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,887 

少数株主利益 6,357 7,211 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △118,963 2,676 
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【第２四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 2,314,151 1,984,396 
売上原価 1,743,923 1,435,550 

売上総利益 570,227 548,846 

販売費及び一般管理費 ※1  509,814 ※1  443,530 

営業利益 60,413 105,315 

営業外収益   
受取利息 439 4,856 
受取配当金 7,453 10,603 
その他 4,819 2,402 

営業外収益合計 12,713 17,862 

営業外費用   
支払利息 23,975 13,855 
為替差損 6,632 2,986 
その他 5,408 11,757 

営業外費用合計 36,015 28,599 

経常利益 37,111 94,578 

特別損失   
投資有価証券評価損 77,349 3,159 
その他 262 － 

特別損失合計 77,611 3,159 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） △40,499 91,419 

法人税等 ※2  24,477 ※2  4,788 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 86,631 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,168 8,920 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △59,809 77,710 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） △85,655 24,487 

減価償却費 204,701 188,359 
のれん償却額 534 1,028 
減損損失 1,322 1,256 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,291 △182 
賞与引当金の増減額（△は減少） － 12,250 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,672 － 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,782 － 
受取利息及び受取配当金 △8,286 △15,637 
支払利息 42,195 27,227 
持分変動損益（△は益） △10,967 － 
為替差損益（△は益） 16,712 △10,733 
持分法による投資損益（△は益） 3,063 8,459 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,679 
投資有価証券売却損益（△は益） △6,319 － 
投資有価証券評価損益（△は益） 77,349 80,502 
固定資産除却損 533 1,400 
固定資産売却損益（△は益） － △20 
売上債権の増減額（△は増加） △264,125 △151,097 
たな卸資産の増減額（△は増加） △256,371 △218,961 
未収入金の増減額（△は増加） 23,560 10,086 
仕入債務の増減額（△は減少） 240,475 187,039 
未払消費税等の増減額（△は減少） △16,431 17,670 
その他 △84,764 △382,112 

小計 △112,725 △211,297 

利息及び配当金の受取額 8,287 12,314 
利息の支払額 △44,002 △27,344 
法人税等の支払額 △53,574 △26,811 

営業活動によるキャッシュ・フロー △202,014 △253,138 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △134,609 △142,990 
有形固定資産の売却による収入 － 148 
投資有価証券の取得による支出 △59,579 △12,000 
投資有価証券の売却による収入 10,769 － 
関係会社株式の取得による支出 △79,735 － 
子会社株式の取得による支出 － △46,888 
会員権の売却による収入 3,000 － 
その他 731 △172 

投資活動によるキャッシュ・フロー △259,424 △201,901 
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △161,010 119,635 
長期借入れによる収入 850,000 847,200 
長期借入金の返済による支出 △482,125 △417,426 
割賦債務の返済による支出 － △9,452 
リース債務の返済による支出 △22,382 △32,448 
少数株主からの払込みによる収入 250,000 － 
自己株式の取得による支出 △2,043 △25,364 
配当金の支払額 － △35,598 
少数株主への配当金の支払額 △4,400 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 428,038 446,545 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △16,335 5,300 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △49,736 △3,194 

現金及び現金同等物の期首残高 1,460,966 1,050,287 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,411,230 ※  1,047,093 

－18－



  
  

  

  
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更  （1）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 
 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債
務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 
平成20年３月31日）を適用しております。 
 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利
益はそれぞれ 千円減少し、税金等調整前四半期純利益は
千円減少しております。 

（2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処
理に関する当面の取扱い」の適用 
 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」
（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適
用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第
24号 平成20年３月10日）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 

413 8,093

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等の用語、様式及
び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２
四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

  
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 「賞与引当金の増減額（△は減少）」は前第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローの
「その他」に含めて表示しておりましたが、表示上の明瞭性を高める観点から区分掲記しております。 
 なお、前第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている「賞与
引当金の増減額（△は減少）」は 千円であります。  21,272

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等の用語、様式及
び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２
四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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   当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 
     該当事項はありません。  
  
  【追加情報】 

   

  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

１．たな卸資産の評価方法    たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに
ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっており
ます。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却
費の額を期間按分して算出する方法によっております。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税 
金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除
項目を重要なものに限定しております。 
 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度以降に経
営環境等、並びに一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められ
る場合に、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック
ス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降
に経営環境等に著しい変化があるか、又は一時差異等の発生状況に著し
い変化が認められた場合には、前連結会計年度決算において使用した将
来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味
したものを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日）  

（賞与引当金の計上） 
 在外連結子会社の賞与の支給見込額が合理的に見積り可能となったため、第１四半期連結会計期間より当該支給見込
額に基づき、賞与引当金を計上しております。  
 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整
前四半期純利益はそれぞれ12,269千円少なく計上されております。  

【注記事項】
（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 千円4,928,918 ※１．有形固定資産減価償却累計額 千円4,748,850

※２．担保に供している資産 

電子記録債権 千円362,835

建物及び構築物（純額）  652,771

土地  1,162,213

投資有価証券  130,167

合計  2,307,987

※２．担保に供している資産 

建物及び構築物（純額） 千円672,499

土地  1,162,213

投資有価証券  133,324

合計  1,968,037

―――――――――  ３．保証債務 
 連結会社以外の会社に対して次のとおり保証を行っ
ております 

（銀行借入金） 
  

近江ニスコ工業㈱ 52,134 千円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円321,378

退職給付費用  18,649

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円291,464

退職給付費用  13,110

※２．減損損失 
 当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以
下の資産について減損損失を計上しております。  

場所 用途 種類 減損損失 

兵庫県 
豊岡市 

遊休 
（旧保養所） 

土地 千円 1,322

※２．減損損失 
 当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以
下の資産について減損損失を計上しております。  

場所 用途 種類 減損損失 

兵庫県 
豊岡市 

遊休 
（旧保養所） 

土地 千円 1,256

（経緯） 

 遊休状態であり、地価が下落しているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。 

（経緯） 

同左 

（グルーピングの方法） 

 資産のグルーピングは事業区分ごとに行っており、

遊休資産については個別物件単位で行っております。 

（グルーピングの方法） 

同左 

（回収可能価額の算定方法等） 

   回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

土地においては不動産鑑定評価に準ずる方法に基づい

て評価しております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

同左 

※３．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており
ます。  

※３．          同左  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円168,219

退職給付費用  9,338

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

賞与・給与手当 千円163,476

退職給付費用  6,633

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており
ます。  

※２．          同左  
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当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至
平成23年６月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 
  普通株式            18,688千株  

   
２．自己株式の種類及び株式数 
  普通株式             1,112千株  

   
３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
   

４．配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

  
 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間 

末後となるもの 
該当事項はありません。 
  

５．株主資本の著しい変動に関する事項 
 当社は、平成23年２月14日及び平成23年２月25日開催の取締役会において自己株式を取得することを決議
し、第１四半期連結累計期間において普通株式220千株を25,040千円で取得しました。当該取引等の結果、当
第２四半期連結会計期間末における自己株式は177,492千円となっております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在） 

 現金及び預金勘定 千円 1,411,230

 預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

 －

 現金及び現金同等物  1,411,230

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年６月30日現在） 

 現金及び預金勘定 千円 1,047,093

 預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

 －

 現金及び現金同等物  1,047,093

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月29日 
定時株主総会 

普通株式  35,598 2 平成22年12月31日 平成23年３月30日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

   
前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 
顧客マーケット及び損益集計区分に照らし、事業区分を行っています。  

  
２．各事業区分の主な製品 
(1）建築用ファスナー及びツール関連事業…ドリルねじ、石膏ボード用特殊ねじ、ドライウォール用特殊ね

じ、ＡＬＣ用特殊ねじ、木造用耐震ねじ、コンクリート用特殊ね
じ、コンクリート用アンカー、あと施工アンカー、特殊ピン、特
殊ネイル、座金組込ナット、住宅用締結金具、ねじ連続打込機、
ガス式びょう打機、太陽光発電パネル組立 

(2）自動車・家電等部品関連事業……………座金組込ねじ、座金組込ナット、波形ばね座金、歯付き座金、一
般産業用締結金具 

  

（セグメント情報等）
【事業の種類別セグメント情報】

  

建築用ファス
ナー及びツー
ル関連事業 
（千円） 

自動車・家電
等部品関連事
業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  1,649,512  661,836  2,311,349  2,802  2,314,151

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 7,664  45,153  52,818  (52,818)  －

計  1,657,177  706,990  2,364,167  (50,016)  2,314,151

営業利益  41,176  33,741  74,918  (14,504)  60,413

  

建築用ファス
ナー及びツー
ル関連事業 
（千円） 

自動車・家電
等部品関連事
業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  3,098,052  1,364,689  4,462,742  5,595  4,468,338

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 22,239  85,938  108,177  (108,177)  －

計  3,120,291  1,450,628  4,570,919  (102,581)  4,468,338

営業利益又は営業損失（△）  △20,815  87,701  66,886  (29,488)  37,397
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前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  
前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日） 

  
 （注） 国又は地域の区分は、当社及び連結子会社の所在国によっております。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）  
  海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 
  
前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年６月30日）  

  海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 
  

【所在地別セグメント情報】

  日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,224,623  86,725  2,311,349  2,802  2,314,151

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

 －  372,795  372,795  (372,795)  －

計  2,224,623  459,521  2,684,144  (369,993)  2,314,151

営業利益  44,327  22,755  67,083  (6,669)  60,413

  日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  4,284,464  178,277  4,462,742  5,595  4,468,338

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

 －  687,461  687,461  (687,461)  －

計  4,284,464  865,738  5,150,203  (681,865)  4,468,338

営業利益  28,836  55,823  84,660  (47,262)  37,397

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  
 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、
取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ
ります。 
 当社グループは、主にねじ、ナット、金具等の建築用ファスナー及びそれらを締結するツール（工具）を製
造販売する事業を行っており、「建築用ファスナー及びツール関連事業」を報告セグメントとしております。
 「建築用ファスナー及びツール関連事業」は、ねじ、ナット、金具及びツール等の製造販売のほか、太陽光
発電パネル組立を行っております。   

  
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  
当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）        （単位：千円） 

 （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車・家電等部
品関連事業、不動産賃貸事業を含んでおります。 

２. セグメント利益の調整額 千円は、全額各報告セグメントには配賦していない全社費用
であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）        （単位：千円） 

 （注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車・家電等部
品関連事業、不動産賃貸事業を含んでおります。 

２. セグメント利益の調整額 千円は、全額各報告セグメントには配賦していない全社費用
であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  
 当第２四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）  
（固定資産に係る重要な減損損失） 
 該当事項はありません。 
（のれんの金額の重要な変動） 
 該当事項はありません。  

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２  

四半期連結損益計
算書計上額  
（注）３ 

建築用ファスナ
ー及びツール関

連  

売上高           

外部顧客への売上高  3,659,471  175,960  3,835,432  －  3,835,432

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  3,659,471  175,960  3,835,432  －  3,835,432

セグメント利益  171,599  8,846  180,446  △32,830  147,615

△32,830

  

報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２  

四半期連結損益計
算書計上額  
（注）３ 

建築用ファスナ
ー及びツール関

連  

売上高           

外部顧客への売上高  1,908,793  75,603  1,984,396  －  1,984,396

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  1,908,793  75,603  1,984,396  －  1,984,396

セグメント利益  117,771  3,903  121,675  △16,360  105,315

△16,360
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（追加情報） 
 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成
21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号
平成20年３月21日）を適用しております。 

  

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 
  

 当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日） 
 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結
会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。  

（注） 当第２四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 千円減損処理を行
っております。なお、減損処理にあたっては、四半期連結会計期間末における時価が取得価額に比べ50％以
上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能
性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

 前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 
  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 
  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

  取得原価（千円） 四半期連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

 株式  386,514  376,543  △9,970

 合計  386,514  376,543  △9,970

80,502

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益(損失)金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益(損失)金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成23年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭225 21   １株当たり純資産額 円 銭219 95   

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △6 68

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 0円 銭15

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △118,963  2,676

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円） 

 △118,963  2,676

期中平均株式数（千株）  17,816  17,671

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 －  －

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △3 36

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭4 42

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △59,809  77,710

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円） 

 △59,809  77,710

期中平均株式数（千株）  17,810  17,576

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

 －  －
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  該当事項はありません。 
  

  前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 
  

  

 該当事項はありません。  
  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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